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交通事犯の行為態様と主観面の立証
計　拓
1　はじめに
　交通死傷事犯に関しては、客観的な運転態様に加えて、運転者の認識（主観
面）の認定が問題となることが多い。本稿では、2012 年 7 月に広島市内で発
生した交通死傷事犯を例に、この問題を考えることにしたい。
　事案は、以下のようなものである。被告人 X が免許取消期間中に、制限速
度 20 キロメートルとされている狭い道路（幅員約 3.3 メートル）を時速 106
キロメートルで走行し、片側 2 車線の広い優先道路と交差する交差点を、一時
停止や結果回避等の諸義務を講じず、時速約 80 キロメートルで直進し、折か
ら交差道路左方から緊急走行してきた警察車両に被告人車両を衝突させて乗員
らに傷害を負わせるとともに、同事故の衝撃により歩道上に被告人車両を乗り
上げさせ、自転車を運転していた女性 A に被告人車両を衝突させ、A を死亡
させた上、その場から立ち去ったという犯行が、自動車運転過失致死傷罪（当
時、現在の過失運転致死傷罪）にあたるとされた 1）。
2　争点の整理
　上記事案について検討すべき争点として、以下の 5 点を考えることができる。
1）　広島高判平成 26 年 5 月 27 日（判例集未登載〔LEX/DB:25504230〕）。なお、認定
事 実 は、 第 1 審 の 広 島 地 判 平 成 25 年 11 月 7 日（ 判 例 集 未 登 載〔LEX/
DB:25504229〕）によるものが維持されている。
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　Ⅰ　被告人 X は、一時停止をまったくせず優先道路に入った時点で、少な
くとも主観面において、故意非難に相当する違法性に関する認識を有すると考
えられる。そして、緊急車両との衝突により警察員を負傷させる結果が生じた
以上、危険運転致死傷罪に当たることが考えられる（以下のⅡ参照）。問題と
なるのは、同事故の衝突により歩道上に自動車を運転してきた女性 A を死亡
させた結果についてである。これは、警察車両との衝突という要因が介在して
惹起されており、刑法上の因果関係の存否が問題となりうる（以下のⅣ参照）。
　Ⅱ　「一時停止」の意義について、常に安全進行義務の確保などとの関係が
あるから、道路交通法上は完全に一旦停止した後、道路状況を十分に確認した
上、さらに進行する際、徐行して交差点に進入するものとされている。この理
解を土台とし、立法解釈のあり方と合わせて考えれば、この「一時停止」は危
険運転致死傷罪にいう「赤信号」と同一視すべきなのだろうか。
　Ⅲ　被告人側は、本件における危険運転致死傷罪の成否に関して、被告人が
運転していた普通乗用自動車（以下「被告人車両」ともいう。）の走行が、刑
法 208 条の 2 第 1 項後段（事件当時。現在の自動車運転致死傷行為処罰法 2
条 2 号）にいう「進行を制御することが困難な高速度」での走行にあたらない
と主張した。その主張をどう評価すべきなのだろうか。
　Ⅳ　さらに、被告人 X の暴走行為と惹起結果（1 人死亡・２ 人負傷）の間の
因果関係について、介在事情となった警察車両の側の事情も検討してみたい。
本件事故に関しては、被告人の一方的な暴走行為だけではなく、被告人を追尾
した警察車両の側にも、被告人車両の走行状況に対して正確な無線連絡をしな
かった落ち度があったと評する余地があるからである。すなわち、弁護側は、
「この落ち度がなければ、…衝突を回避できた可能性が高く、本件事故の原因
は被告人の過失と警察官の上記落ち度が競合したこと」を主張した。確かに、
本件における重大な事故を惹起させた結果、特に歩道上を自転車に乗ってきた
被害者に対して、警察車両が介在したのは死亡の要因として考えられるが、過
失競合が認められる場合、警察側の罪はどう認定すべきであろうか。
　Ⅴ　最後に、仮に、衝突対象が一般車両である場合、責任非難は被告人側に
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向けられる可能性が高い。だが、被告人の主観面を考えると、被告人は運転能
力を持ちながら無免許であり（免許取消期間）、優先道路に入る前に一時停止
及び予見などの諸義務を承知していることは想定できる。その客観性、すなわ
ち運転者としての予見が可能であるのみではなく、社会通念によれば一般人で
あっても認識しうるものとして認められるもので、当然の義務として考えられ
る。それゆえ当該行為について、未必の故意に該当するという判断も妥当しう
る。そして、警察側は、事故惹起した際、赤色警察灯をつけてサイレンを鳴ら
しながら走行していたという事情を考慮すれば、すでに十分な注意喚起義務を
尽くしたものと考えていたものと思われる。よって、本件では、事故を惹起し
た原因は、主として被告人の注意義務違反によるものであり、その結果の重大
さは、顕著な速度違反によって生じたとするほかないのではないかと考える。
そうだとすると、争点Ⅲとも関連するが、過失致死傷罪にとどまるものではな
く、やはり、危険運転致死傷罪の要件を満たしていると解する余地がある。
3　検討
一　主観面についての判断
　かつては、自動車による人身事故に対しては、業務上過失死傷罪が適用され
てきたが、近年、交通事故が頻発するとともに、交通犯罪に対する重罰化をす
べきとする声が世論で盛り上がってきた。それに対応し、2001 年に危険運転
致死傷罪が創設され、また 2007 年には、自動車運転過失致死傷罪が設けられ
ていた。さらに、2013 年 11 月に自動車運転致死傷罪行為処罰法（「自動車の
運転により人を死傷させる行為の処罰に関する法律」）が公布され、2014 年 5
月に施行された。これらの立法だけでなく、悪質・無謀運転による重大な交通
事故を根絶するため、日本の各界の主催で、交通規範意識と正しい運転マナー
を習慣づけると伴に、国民思想における交通安全思想の普及・浸透を通して、
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道路交通環境の向上が一層期待されていると言えよう 2）。
　一般的に言えば、交通事犯は結果犯とされ、一定の結果の発生が構成要件と
して要求されている。例えば、赤信号を殊更無視して進入する場合、いわゆる
結果無価値論に立つのなら、実害結果発生という意味での法益侵害を伴わない
ため、一般的な抽象的危険性の発生をもって処罰根拠と認めせざるをえないと
されている。さらに、危険運転致死傷罪が新設されて以来、一方では、本罪が
適用されるのは特に危険性の高いものに限定されているため、居眠りや単なる
速度超過（20 ～ 30km ぐらいオーバー）など 3）では常に要件を満たすものでは
ないと考えられる。また、責任主義や刑罰の謙抑性の観点から、厳格な構成要
件が定められたのみならず、同罪の濫用を抑制するため、実務的に慎重な運用
が要求されている 4）。他方で、危険運転致死傷罪の立証は、困難な場面がしば
しば見られる。なぜなら、仮に運転者が人を死傷させる積極的な認識（殺意）
を持っているならば、自動車を殺人罪の道具として考えるべきことは疑いない。
他方、交通犯罪には、常に運転者には積極的な結果発生の認識・認容がないた
め、主観面において故意であるか過失であるかという限界が曖昧だと言っても
過言ではない。それ以上に、そもそも過失に関しても、学説においても旧過失
論と新過失論の論争が対立して、それぞれの見解が提唱されていることが、議
2）　内閣府編『平成 24 年版交通犯罪白書』。
3）　近年、携帯電話注視による交通事故を衝突する場面がしばしば見られるが、判例
は過失犯として取り扱う。例えば、岐阜地多治見支判平成 28 年 12 月 22 日　（判例
集未登載）は、被告人は、平成 28 年 4 月 6 日午後 8 時 58 分ころ、普通乗用自動車
を運転し、岐阜市内土岐市内の道路を進行するにあたり、前方左右を注視し、進路
の安全を確認しながら進行すべき自動車運転上の注意義務があるのにこれを怠り、
助手席に置いた携帯電話に気をとられ、進路前方を注視せず、進路の安全を確認し
ないまま漫然時速約 50 キロメートルで進行し、折から進路前方でしゃがんでいた B
（当時 20 歳）に自車前部を衝突などとして転倒させ、よって、同人に脳挫傷の傷害
を負わせ、翌日午前 2 時 44 分ころ、病院において、同人を上記傷害により死亡させ
た行為につき、過失運転致死として被告人を禁錮 9 月に処した、という事案である。
4）　峰ひろみ「危険運転致死傷罪（アルコール影響型）における故意についての一考
察」法学会雑誌 50 巻 1 号（2009 年）114 頁。また、井上宏ほか「刑法の一部を改
正する法律の解説」法曹時報 54 巻 4 号（平成 14 年）33 頁以下。
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論を複雑にしてきた。
　⑴　過失論に関する学説の対立
　まずは、過失論に関する議論から検討することにしよう。
　かつて、旧過失論（具体的予見可能説）は、過失の本質として結果予見義務
に重点が置かれ、責任非難において結果予見可能性を準じて主観的な事情を判
断する見解として主張された。
　それに対し、戦後の日本は、ドイツ理論の新過失論を継受したので、「外部
の注意」（äußere Sorgfalt）の考え方を参照し、井上正治博士を始めとして、
結果回避義務（基準行為説）中心とする新過失論に移行して、法的に要求され
る基準行為を行わなかったという不作為犯として構成されることになる 5）。
　そのほか、西原春夫博士は、ドイツの判例で展開された「信頼の原則」とい
う概念を導入された。信頼の原則とは、「行為者がある行為をなすにあたって、
被害者あるいは第三者が適切な行動をすることを信頼するのが相当な場合には、
たとい被害者あるいは第三者の不適切な行動によって結果が発生したとして
も」過失犯の成立を否定する原則をいう 6）。それについての適用は、最高裁昭
和 41 年 12 月 20 日第三小法廷判決（刑集 20 巻 10 号 1212 頁）〔交差点の右折
時の事故〕をきっかけとして、判例・裁判例上において、しばしば見られるよ
うになった。さらに、新過失論の発展に基づく、医療、工事、自動車運転など
という死傷発生する危険性があっても、社会運営を確保するため、一定の枠組
みで「許された危険」を許容することができる。
　以上のような対立はあるが、少なくとも交通事犯の枠内においては、旧過失
論（予見可能説）の立場が妥当であるように思われる。過失犯の構成要件は、
①客観的構成要件要素、すなわち、法益侵害の結果と実行行為性及び因果関係、
5）　西田典之『刑法総論〔第 2 版〕』（2010 年・成文堂）258 頁。新・新過失論（危惧
感説）を採る見解もあるが、公害事件や薬害事件のような未知の危険の分野に向い
ているため、ここで贅言させないようにしておこう。
6）　西原春夫『交通事故と信頼の原則』（1969 年・成文堂）14 頁。
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②違法性阻却レベル、すなわち、正当防衛や緊急避難に加え、行為の有する価
値の実害発生の蓋然性の大小、予想される法益侵害の大小の比較衡量による実
質的違法性阻却事由、③責任非難、すなわち、主として、予見可能性と結果回
避可能性の有無、そして④責任阻却事由の有無など 4 つの要素を考慮しなけれ
ばならない 7）。そのうち、①の実行行為性は、注意義務違反（行為）と理解さ
れてきた。その判断基準に関し、旧派刑法学者は行為者の注意能力を重視する
（主観説）が、行為者の能力は一般人より高い場合には、その注意義務の上限
は一般人より当然に高くなると要求される（折衷説）。これに対し、新派刑法
学者は、抽象的な一般人の注意能力を準ずる客観説を採用すると整理されてき
た。もっとも、これは「モデル論」にすぎない側面もある。現実の判例は、客
観説の立場に立っていると考えられる 8）。
　旧過失論・新過失論の大きな差異は、主として、①体系論において、新過失
論は責任要素を重視する旧過失論と比べて、違法要素を重視し、②注意義務に
おいて、旧過失論は予見義務を中心とするのに対して、新過失論は回避義務を
中心にする点にあると考えてよい。だが、刑法 38 条は、故意犯処罰を原則と
し、過失犯は特別に規定のある場合に限り処罰する旨を定めているが、日本の
現行の過失犯は、未遂処罰規定がないため、すべて結果犯として取り扱うので
ある。このような点を鑑みると、違法要素を重視する新過失論では、むしろこ
のような結果無価値論的要素を軽視するきらいがあると言わざるをえない。
　もう一つは、「信頼の原則」及び「許された危険」について、体系的な整合
性を図る場合に、旧過失論・新過失論においては、それをいずれに位置づける
のかという問題が生じる。この点について、井上正治博士が「いわゆる『信頼
の原則』（危険分配の法理）は、この客観的予見可能性があったかなかったか
の標準となるものであって、信頼の原則は『許された危険』の法理と言われる
ものと違う。『許された危険』の場合は、危険性と社会的効用との利益較量の
7）　前田雅英『刑法総論講義〔第 6 版〕』（2015 年・東京大学出版会）209 ～ 210 頁。
8）　失火及び過失致死の事案に関する最判昭和 27 年 6 月 24 日（裁判集刑 65 号 321
頁）。
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問題だから違法論で検討されること」と理解しているが、『危険分配』（信頼の
原則）の場合は、「被害者が危険を引き受けたとみるべきため結果の客観的予
見可能性の問題となり、構成要件に属する」と主張した 9）。このような理解を
土台として、西田典之博士は、「旧過失論においては、予見可能性を失わせる
か、極めて低いものとする事情であり過失責任を否定する根拠として理解する
ことになるが……、新過失論においては、予見可能性があっても許された危険
として行為の違法性を阻却する根拠として理解されることになる……」10）と整
理されている。
　もっとも、旧過失論と新過失論の対立は、体系的な違いでしかない面もある。
新過失論は、「あくまで具体的予見可能性を堅持する点で、なお旧過失論と共
通の枠みを有していた 11）」が故に、いずれを根拠としても具体的な結論に影響
を与えるものと言えない。だが、新過失論（基準行為説）は妥当ではないと考
えられる。その理由は以下のように展開できる。一方では、違法性の要素を強
調する新過失論は、結果の重大性にのみに着目してみれば、容易に責任の無制
限な拡大に転化し得ると言える。現実に、危惧感説においてその傾向がみられ
るが、体系論的にみれば具体的予見可能性を否認するものになりやすい。「過
大な結果回避措置を認め、予見可能性の判断を軽視すると、国民の刑罰制度へ
の信頼が揺らぎ始める」ことになろう 12）。もう一方では、「基準行為と言っても、
それを具体的に決定することは困難であるから、結局は行政法義務取締法が定
める義務に帰着せざるをえないであろう」13）とする理解も生じる。
9）　井上祐司『行為無価値と過失犯論』（1973 年・成文堂）136 頁。また、井上正治
「いわゆる結果回避義務について―平野教授に答える―」法政研究 34 巻 7 号（1967
年）1047 頁。
10）　西田・前掲注⑸書 274 ～ 275 頁。
11）　甲斐克則『責任原理と過失犯論』（2005 年・成文堂）96 ～ 97 頁。
12）　前田雅英『刑法総論講義〔第 5 版〕』（2011 年・東京大学出版社）295 頁。
13）　西田・前掲注⑸書 260 頁。
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　⑵　故意の判断　
　故意は、大別として確定的故意と不確定的故意と分類される。前者に対する
判断は、常に結果の発生を確実なものとして認識している場合を指すものと理
解できる。それゆえ、それに対する判断は容易に納得されやすい。そして、後
者は、客体の個数を基準として、概括的故意、択一的故意、及び結果発生自体
を確定的なものと認識していない未必の故意に分かれている。
　すでに述べたとおり、交通犯罪において、故意の成否にとって積極的な結果
発生の認識が皆無であるのに故意非難を加えることになるのであるから、その
意味において主観面の立証は困難である。この点を解決するために、故意と過
失の限界から探究してみることにしよう。その問題の所在は、未必の故意と認
識ある過失の区別であることになる。
　未必の故意とは、結果の発生を確実なものとは認識していないが、発生する
蓋然性を表象している場合である 14）。つまり、結果の発生に対し積極的に追求
していないが、その成否にとって漫然な態度を取る。それゆえ、故意の本質は
「意思」か「認識」かの対立があり、これが未必の故意論の根底にある 15）。しか
し、故意の成立という面を重視するなら、いかなる事情を考慮すべきであろう
かという問題が重要となる。学説では、（a）行為者が構成要件の認識で足りる
とする「認識説」と（b）単に犯罪事実を認識して行為するにとどまらず、「積
極的内心事情」16）が必要とされる「意思説」と対立し、そして両者の「中間的
見解」として（c）「認識が行為者の意思に結びついたこと、すなわち行為者が
認識を自己の行為動機としたこと」17）が故意だとする動機説も主張される。ま
た、認識説の修正による蓋然性説による未必の故意概念も主張されている。犯
罪の事実の実現される程度を、相当高度なものとして認識していた場合に、故
14）　前田・前掲注⑿書 221 ～ 222 頁。
15）　井田良『刑法総論の理論構造』（2005 年・成文堂）75 頁。
16）　大谷実『刑法総論〔第 4 版〕』（2014 年・成文堂）170 頁。
17）　前田・前掲注⑿書 222 頁。
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意があるとしているからである 18）。これに対し、意思説と結びつく認容説、自
己の認識を行為の動機づけとする動機説に基づく未必の故意概念も主張されて
いる。
　各説は具体的な結論において大きな隔たりはない 19）が、この中では「蓋然性
説」が妥当であると思われる。認容説と動機説は、意思的な要素を重視すぎる
傾向が強い。すなわち、その主観面において意欲の有無にいかなる影響を及ぼ
すかといった批判が展開され、立証においても困難な状態に陥ることがあり得
るであろう。逆に、学説では、従来通説であったのは認容説であり、その立場
から「蓋然性説」に対する批判もしばしば見られる 20）。たしかに、「認容説」に
比べると、「可能性」と「蓋然性」は区別の基準が曖昧であるが、いかに結果
発生を意欲してなくても（意思要素）、結果発生の相当高度の確率が存在する
ような事案では、故意の捉え方として一定の枠内にとどまっている場合 21）、故
意非難を向けるべきであると言えよう。要するに、故意の中心は、認識である
と解すべきである 22）。
　⑶　被告人についての評価
　それでは、被告人 X の主観面をいかに解すべきであろうか。先にもみたよ
うに、従来の通説は、故意の成立を認めるためには少なくとも犯罪事実の実現
について「認容」が必要だとする認容説の立場をとる 23）。これによれば、被告
18）　香川達夫『刑法講義総論〔第 2 版〕』（1987 年・成文堂）214 頁。
19）　前田・前掲注⑺書 159 頁注⑸。
20）　井田・前掲注⒂書 76-77 頁。結果の発生の可能性が低いことを知りつつ、結果を
積極的に意図して行為した場合（たとえば、50 メートル先の人をぜひ殺したいと願
い、当たる確率は低いと思いつつも当たることを心から望んで撃つ場合）について
故意を認めることが困難となる。福田平『刑法総論〔第 5 版〕』（2011 年・有斐閣）
130 頁注⑵。
21）　たとえば、交通犯罪の場合、一般人の認識で足りるが、専門領域において認識の
内容は当該領域に関する専門知識を根拠づける。
22）　木村光江『刑法〔第 3 版〕』（2010 年・東京大学出版会）78 頁。
23）　井田・前掲注⒂書 77 頁。最判昭和 23 年 3 月 16 日（刑集 2 巻 3 号 227 頁）。福
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人 X の主観面は、目的性・実現意思の要件を欠き過失だとすることに疑いは
ないであろう。だが、この見解が支持されるとするならば、むしろ 2001 年の
危険運転致死傷罪新設の必要性が失われるように思われる。すなわち、交通犯
罪による死傷事犯すべてを、過失犯として考えようとする見解と評価されるこ
とになる。
　他方で、学説でも有力な蓋然性説の立場によれば、人の死傷結果そのものに
ついての未必の故意を認めうる理論的可能性もなくはない。被告人 X において、
免許取消中という意味での無免許であったとはいえ、減速をしていた（106 キ
ロメートルから 80 キロメートルで入って進入した）などの諸点から鑑みると、
十分な運転知識を備えているとは言え、その点で、自らの運転行為の危険性に
ついての認識はある。さらに進んで、過失責任を基礎づける具体的予見可能性
（客観的標準）を超えて、人の死傷結果についての未必の故意があったとする
判断も可能であるようにすら思われる。
　これを、旧過失論・新過失論の観点から被告人の主観面を検討することにし
よう。片側 2 車線の広い優先道路と交差する交差点に侵入する前には、必ず一
時停止・安全確認などの道路交通法上の注意義務を遵守しなければならない。
これは、旧過失論・新過失論いずれに従っても、その結論は認められようが、
その優先道路との接続部分での被告人運転の自動車の状態に関する判断を看過
してはならないであろう。結果回避を重視する基準行為説（新過失論）の立場
によると、「最高速度時速 20 キロメートルと指定されている道路」で、「漫然
時速 106 キロメートルの高速度で進行した」という著しい速度違反を、また、
一時停止無視という行為等を合わせて考えれば、いずれしても結果回避措置を
講ずることなく、結果発生の具体的予見可能性を有するものと推定できる。だ
が、それにとどまらず、これは許された危険を超えるという評価も可能となる
であろう。その場合、「蓋然性説」によるならば、本件両違反行為による結果
回避の可能性は低い、すなわち結果発生の蓋然性が高いとして、人の死傷結果
岡高判昭和 45 年 5 月 16 日（判例時報 621 号 106 頁）。
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についての故意に当たるという判断が妥当だとする余地もありうる。また、制
限速度違反をはじめとする注意義務違反（先行行為）を意欲的に行っている以
上、結果の発生に対して意思要素を欠き故意非難を加えないのは不都合である
ようにすら思われる。
　だが、現実には、本件事案において、人の死傷結果についての未必の故意を
含めた故意を認めることは、困難である。逆に、本件の事故に先行する行為が
過失行為であると考えるのであれば、やはり旧過失論の体系の下においてより
適切な理解が可能であるように思われる。すなわち、結果発生の具体的予見可
能性の存在を前提に、その結果予見義務違反をもって過失を認定することにな
る。その際、かつての判例においては、可能なすべてについて過失行為を認め
る「過失併存説」が有力であったが、これでは過失の実行行為があまりにも無
限定で不明確なものとなりうる。そこで、生じた結果から因果の結果を遡って、
その原因となる結果に最も近い行為一個を帰結する考え方（過失段階説）に至
ることになりやすい 24）。
　最後に、被告人 X は、交通事故を惹起した後、その場から立ち去ったとい
う行為について、どう評価すべきであるか。この場合、理論的には、不作為の
殺人罪の成否が問題となり得る。もっとも、不作為犯を認めるための刑法上の
作為義務は、道徳上の義務と同一ではない。その発生根拠としては、従来の通
説は、①法令（親の義務（民法 820 条）、夫婦間の義務（民法 752 条）等）、
②契約（介護契約等）若しくは事務管理、③慣習、そして④条理（特に先行行
為）に基づく作為義務を生じ得るとしてきた。だが、轢き逃げで被害者が死亡
した場合、すべて不作為の殺人罪として評価されるわけではない。あくまでも、
構成要件となった実行行為性と同一視できる程度を根拠づける程度の作為義務
違反の不作為が必要である。それは、危険創出要因（被告人が危険を発生させ
たか等）と排他支配要因（被告人がその危険を除去できる地位にあるか等）と
24）　最判昭和 38 年 11 月 12 日（刑集 17 巻 11 号 2399 頁）。前田・前掲注⑸書 299 ～
300 頁参照。
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いった要素を考慮して判断されるものである 25）。そうであれば、被告人には、
道路交通法上の救護義務違反、事故報告義務違反しか認められない。そうであ
れば、被告人には、道路交通法上の救護義務違反、事故報告義務違反しか認め
られない。
二　一時停止と赤色信号とを同一視すべきか
　故意が認められようが過失にとどまろうが、いずれの主張をするとしても、
その危険な行為を全体として評価対象としなければならない。判例は、危険運
転致死傷罪を結果的加重犯の形態の一種として論じており、立法当局も同様の
立場をとっている。それを前提として、①注意義務違反及び②運転者の走行状
態・位置関係等の具体的な事情に照らし、また事故を惹起したとすれば、①及
び②のいずれが主たる原因となったのは、本件を評価する際の「肝」であると
言えよう。
　⑴　立法当局による解釈
　自動車運転死傷行為処罰法第 2 条は、危険運転致死傷罪として、①アルコー
ル又は薬物の影響型、②進行制御困難な高速度型、③進行を制御する技能を有
しない型、④妨害目的型、そして⑤赤信号の殊更無視型、さらに⑥通行禁止道
路進行型について、それぞれ定めている。また、道路交通法 42 条の「徐行す
べき場所」及び 43 条の「指定場所における一時停止等」の条文によると、必
ず当該の道路標識に従わなければならない。このような点から見ると、条文に
おいて明示されていないが、「『殊更無視し』とは、赤信号であることを認識し
ている場合のみでなく、及び赤色信号標識に従う意思のない場合、すなわち、
交通信号の『表示を意に介することなく、たとえ赤信号であってとしてもこれ
25）　最決平成 17 年 7 月 4 日（刑集 59 巻 6 号 403 頁）。前田・前掲注⑺書 96 頁。木
村・前掲注書 52 頁参照。
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を無視する意思で進行する行為も、これに含まれる』」26）（最決平成 20 年 10 月
16 日刑集 62 巻 9 号 2797 頁）。よって、一時停止もしくは赤信号に当たる場合、
必ず停止しなければならないと要求しているため、本質的に共通点を有し、そ
の差異は、停止時間の長短でしかないと理解することができる。そのため、
「これに相当する信号」に当たると解する余地は、十分にあると思われる。
　⑵　類似する事案についての検討
　以下では被告人が深夜午前 2 時 30 分ころ、普通自動車を運転し、交差点手
前で、信号機がまだ赤信号を表示していたのに構うことなく、対向車線に進出
して 20 キロメートルで右折しようとした。そのため、折から右方道路から青
色信号に従い同交差点を左折して対対向進行してきた普通貨物自動車と衝突し
て負傷させたという「札幌信号無視事件」の事案（最決平成 18 年 3 月 14 日
刑集 60 巻 3 号 363 頁）を具体例として、検討しよう。
　本件については、具体的事案に即して言えば、衝突の原因は、①信号を殊更
に無視し、そして②物理的な動き（対向車線に物理的に越えること）に求めら
れ、致傷結果との間の因果関係を肯定することができる。さらに、赤色信号殊
更無視型の危険運転致死傷罪を認定する場合、因果関係が肯定されることを前
提とし、速度の要件を充足することが当然に要求される。本件で困難なのは、
単に 20km をもって一般に「重大な危険」が発生しているとは直ちに評しえな
い 27）点にある。なるほど、いかに低速で走行しても、事故を惹起する可能性が
あるわけであるから、本罪に該当するか否かは、相手方車両等の走行状態、位
置関係等の具体的事情に照らして判断すべきであろう 28）。だが、実質的な危険
がいつから生じたと評価すべきであるかという疑問が生じる。すなわち、実質
的危険性の発生時点は、信号殊更無視し停止線を越える瞬間であろうか、それ
26）　西田典之『刑法各論〔第 5 版〕』（2010 年・弘文堂）53 頁。
27）　本庄武「危険運転致死傷罪の量刑」交通法科学研究会編『危険運転致死傷罪の総
合的研究』（2005 年・日本評論社）118 頁。
28）　井上・前掲注⑷論文 1084 頁。
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とも、衝突しようとする瞬間であろうか。この問題について、「赤色信号を殊
更無視する無謀な運転態度が顕現した以上、仮に道交法違反の罪としてはその
成立の一歩手前（交差点直近ではあるが、停止位置を越えていない）であった
としても、危険運転行為に当たるという解釈も成り立ち得るところであろう。
危険運転行為は、あくまで交通取締法違反それ自体としてはなく人の死傷結果
を発生させる実質的危険性を有するものとして類型化されたものであることを
直視すれば、前者の成否が後者の成否を画する必然性はない 29）」とする見解と、
「赤色の信号殊更無視」の類型は『特定な場所において重大な死傷事故を発生
させる高度の危険性を有する運転行為の類型』であることから、個別具体的な
事実関係のもと、そのような『特定の場所』といえるかの視点に立った合理的
な解釈によるべきものであり、本件決定の事案のような場合において、『交差
点入り口手前の停止線相当位置付近』がこれに当たるとする結論は、その点も
妥当なもの 30）」とする見解とが対立する。
　前者の立場が妥当であると考えられる。このように考えるなら、信号殊更無
視の場合では、停止線を越える時から通行区分の枠内において、実質的危険を
惹起させるものと考えられ、その危険性は自動車全体が通り過ぎるまで継続し、
その時点で終結すると言えよう。すなわち、「赤色の信号殊更無視」の類型は、
自動車の前輪が停止線を入った途端、責任非難は加害者に加えられ、自動車の
通行半径の射程が危険ゾーンとして考えられている。
　（3）本件についての評価
　確かに、交通整理の行われていない交差点における事故の責任の認定は、非
29）　南由介「判批」桃山法学 9 号（2007 年）60 頁。前田巖「判批」ジュリスト 1326
号（2007 年）192 頁。
30）　大山邦士「赤色信号を殊更に無視し、対向車線に進出して時速約 20km の速度で
普通乗用自動車を運転して交差点に進入しようとしたため、右方交差道路から左折
進行してきた自動車と衝突し、同車運転車らを負傷させた行為が、危険運転致傷罪
に当たるとされた事例」研修 697（2006 年）22 頁。
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常に困難である。しかし、本件のように幅員の明らかに広い道路と狭い道路と
が交差する場合には、その判断は比較的容易であるともいえる。基本的には、
本件の被告人には、必ず一時停止及び徐行しなければならない義務がある。ま
た、被告人の運転する自動車は、停止線を越えるから、責任非難は、自動車全
体が優先道路から離れるまで継続して加えられると言えよう。
　さらに、本件における被告人の主観面については、「（被告人）漫然時速約
106 キロメートルの高速度で進行した上、その後も前記速度をやや減じた速度
で進行し、同交差点の手前約 42 メートルの地点に至るまでの間にブレーキペ
ダルを踏み込んだものの、十分に減速することなく、時速約 80 キロメートル
で同交差点内に直進進入した」という事実から見ると、被告人はすでに侵入す
る道路が状況及び実質的危険を意識していたと言うまでもない。その点におい
て、被告人の行為がすべて「過失」だとする議論は、成り立たないはずである。
そして、一時停止という「赤色信号又はこれに相当する信号」を殊更に無視す
るという目的も認めることはできたと思われる。
三　速度違反についての評価
　⑴　制御困難な高速度
　自動車運転死傷行為処罰法第 2 条第 2 号は、「制御困難な高速度」で運転す
る行為を危険運転致死傷罪の実行行為として定める。これは、速度が速すぎる
ために当該道路状況などに応じて自車の進行を制御し、道路に沿って進行する
ことが困難となるような速度をいう 31）。具体的に言えば、客観面としては、①
制限速度、②道路の湾曲や路面の状況、③四輪車や二輪車（原動機付きを含
む）の特性により判断され、それについての認識も必要である。運転者自身の
事情という意味での「主観面」としては、①運転能力の具備、②運転環境（道
路のカーブの状況、路面の状況など）の把握・判断であり、最も重要なのは、
31）　交通実務研究会編著『危険運転致死傷罪の捜査要領』（2003 年・立花書房）36 頁。
交通事犯の行為態様と主観面の立証282
③道路の状況変化に即した危険予測により、交通ルールに従う認識と考えるこ
とができる。上記で述べたように、第 2 条第 2 号に該当する危険運転にいう
制御困難な高速度とは、運転者自身の認識に対する法的評価までを問わず、状
況によって危険を引き起こす可能性があるか否かを、事実を総合的に評価して
判断されるものと解すべきである。
　さて、本件における被告人は「最高速度時速 20 キロメートルと指定されて
いる道路（幅員約 3.3 メートル）」を「106 キロメートルの高速度で進行した」
という制限速度違反を犯している。これは、どのように評価すべきであろうか。
　本件で検察側は、①「道路の状況には、物理的な道路の形状等に限らず、交
通法規による道路の規制も含まれ、速度が速すぎるため交通法規上その通行の
妨害をしてはならない場所に自動車を進入させた場合も『その進行を制御する
ことが困難な高速度』による走行に該当する」と主張した。
　だが、裁判所は、②「『進行を制御することが困難な高速度』という文言か
ら、運転者が交通法規に従って自動車を制御する、あるいは、交通の危険すな
わち他の自動車、歩行者等に対する危険を生じさせない方法で自動車を制御す
るといった考慮要素まで読み取るのは困難で」あり、それは、「運転者があえ
て交通法規に従わず、あるいは、交通の危険を生じさせる方法で自動車を運転
した場合については、同条〔刑法 208 条の 2〕第 2 項において、妨害目的の直
前進入等及び赤信号殊更無視の具体的な類型のみが危険運転致死傷罪の実行行
為として規定されていることとも整合的」であるとした。また、③（検察官
は）「自動車が進路から逸脱した場合が上記の『進行を制御することが困難』
であった場合の一つの態様であるところ、ここにいう進路は、単に物理的に定
まっている進路のことではなく、交通法規上許されている進路か否かという点
も考慮すべきであると主張するが、運転者が走行しようとした進路が交通法規
上進行が許されていたか否かという要素を考慮すべきではない」との見解も示
す。以上を前提に、裁判所は、被告人車両の走行が「進行を制御することが困
難な高速度」にはあたらないと判断した。
　たしかに、検察側の判断にも一理あるが、やはり無理があるように思われる。
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実務上は、「直線道路で制限速度をはるかに超えたスピードで高速で走行して
いた場合であっても、進路に沿って進行することが困難な状況になっていなけ
れば、本罪（危険運転致死傷罪）に該当しない。また、住宅街を相当な高速度
で走行し、速度違反が原因で、路地から出てきた歩行者を避けきれずに事故を
起こしたような場合も、本罪は適用されない 32）」という見解が示されていた。
　ただし、このような見解は、現行の解釈として妥当であるとしても、やはり
疑問を残している。例えば、「制限速度 20km に指定された幅員の狭い道路を
時速 100km で走行した結果、縁石に接触して制御を失い、通りかかった通行
人を死傷させたというような、制御困難運転致死傷罪が成立する典型的な場合
と広島暴走事件との間で、その当罰性に著しい差異があると思われない 33）」と
いう見解は、交通事犯において、決して看過してはならないものと思われる。
また、直線道路であったとしても、降雨のため路面が濡れ水たまりができてい
たのに、前後輪タイヤが摩耗した状態の普通乗用自動車を時速 100km で走行
させたため、滑走した自車を左前方に暴走させた上、左側路外に逸脱させて側
溝とコンクリート製電柱に激突させて、同乗者らを死亡させたという釧路地裁
北見支判平成 17 年 7 月 28 日（判例タイムズ 1203 号 300 頁）のように、路面
の状態や車両の状況によっては、進行制御が困難な高速度に当たる場合も十分
に考えられる 34）。
　⑵　重大な交通の危険を生じさせる速度
　これに対して、自動車運転死傷行為処罰法第 2 条第 5 号（刑法旧 208 条の 2
第 2 項）における「重大な交通の危険を生じさせる速度」とは、自車が相手方
と衝突すれば大きな事故を生じさせると一般的に認められる速度、あるいは、
32）　前掲注⑶書 38 頁。
33）　星周一郎「危険運転致死傷罪の要件解釈のあり方と立法の動向」安廣文夫編著
『裁判員裁判時代の刑事裁判』（2015 年・成文堂）479 頁。
34）　星周一郎「危険運転致死傷罪の実行行為性判断に関する一考察」信州大学法学論
集 9 号（2007 年）97 頁。
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相手方の動作に即応するなどとしてそのような大きな事故になることを回避す
ることが困難である一般的に認められる速度を意味する 35）。
　これに該当するかどうかは、先にもみたように、相手方車両等の走行状態、
位置関係等の具体的事情に照らして判断すべきものであるが、位置関係等の具
体的事情に照らして判断すべきものであるが、時速 20km ないし 30km であれ
ば、通常これにあたるとするのが立法当局の見解である 36）。それゆえ、重大な
危険を生じさせる速度であるか否かは、その当罰性の要件として単なる速度と
いう要素のみで判断されることにはならないが、いわゆる「危険速度」とは複
合的な性格を有するものと理解すればよいであろう。
　再び、「札幌信号無視事件」を例として考えてみよう。単に信号の殊更無視
（行為者の内面的意思）だけでは足りず、結果が発生したのは、信号無視をも
って、センターラインをオーバーして対向車線に進入進行したことによる 37）も
のである（外部的な行為）と理解される。要するに、いかに低速で走行してい
たとしても、事故の相手方車両等の走行状態や位置関係、道路状況などを考慮
するならば、危険な速度にあたることは、十分に考えられるのである。
　⑶　本件についての評価
　それでは、本件における被告人の「大幅な制限速度超過」について、いかな
る評価が可能なのだろうか。また、その点に関する被告人の主観面をどう解釈
すべきであろうか。
　この問題を解決するには、やはり本件事故の生じた優先道路との接続点に着
目しなければならない。というのは、被告人は幅員約 3.3 メートルで最高速度
が 20 キロメートルと定めている道路を、「漫然時速約 106 キロメートルの高
速度で」進行してきた（第 1 の違法行為）、そして、「同交差点の手前約 42 メ
ートルの地点に至るまでの間にブレーキペダルを踏み込んだものの、十分に減
35）　井上ほか・前掲注⑷論文 1082 頁。
36）　井上ほか・前掲注⑷論文 1084 頁。
37）　星・前掲注㉞論文 109 頁。
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速することなく、時速約 80 キロメートルで同交差点内に」直進した（第 2 の
違法行為）とに分けて考えることができる。
　上述に基づき、それぞれを検討してみよう。仮に、本件事故が、単なる制限
速度違反（第 1 の違法行為）により惹起されたとするならば、行為態様からも、
また被告人の主観面においても、過失犯であると考えるほかない。例えば、制
限速度 40km の道路上を 60km で走行中、路端を同一方向に進行していた被害
者の自転車が突如自車の前方へ曲がり混んできたためにこれと衝突し、死亡の
結果を発生させた、という事案を考えてみると、裁判所では、この速度制限違
反と結果をただちに結びつけて、行為者（加害者）に過失を認める傾向があっ
た 38）。すなわち、速度違反での走行があるならば、それだけで、現在の過失運
転致死罪の成立が認められることになる。しかし、これでは、行為者にいささ
か酷である。それゆえ、他に注意義務違反の事実が存しない限り、刑事上の過
失の成立は否定されることもありうる。そして、被害者側の不適切な行動によ
る結果が惹起されたような場合、被害者の救済は、民事法的な損害賠償に委ね
られることも考えられてもよい。
　これに対して、本件の被告人は停止線をオーバーして優先道路に進入進行し
ており、それによって事故が生じたことによるのであるから（第 2 の違法行
為）、むしろ非優先車（待避義務者、本件では被告人）が優先権を侵害するこ
と 39）と評価されることになる。すなわち、被告人の自動車は停止線をオーバー
した瞬間から、同車全体が優先道路を通り過ぎるまで、この領域内において事
故が発生した場合、責任非難は被告人に加えられることになる。
　それゆえ、一時停止が「赤色信号又はそれに相当する信号」にあたることが
前提となるが、本件被告人の「大幅な制限速度超過」は、自動車運転死傷行為
処罰法 2 条 5 号にいう「重大な交通の危険を生じさせる速度」として評価す
べきことになる。
38）　西原・前掲注⑹書 55 頁。
39）　西原・前掲注⑹書 114 頁。
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四　信頼の原則について
　本件事案でさらに問題となるのは、緊急車両との衝突により警察員を負傷さ
せる結果が生じさせ（第 1 結果）、同事故での衝突のはずみで歩道上に自動車
を運転してきた女性 A を死亡させた（第 2 結果）という事態を、どう理解す
べきであるのかである。
　弁護人は、「警察の側で無線連絡に混乱が生じたという事情」を理由として、
A の死亡結果について被告人の刑事責任を軽減すべきであると主張した。しか
し、これは、理論的に説得力が弱いと考える。このような問題を解決するには、
「信頼の原則」という有力な見解を根拠づけ、被告車両と警察車両との走行状
態・位置関係を踏まえ、類似する判例と対比しつつ、検討していかなければな
らない。
　⑴　問題の所在
　前述のように、仮にではあるが、第 1 結果に対し、主観面において過失犯を
否定する場合には、第 2 結果に関して具体的な A の存在についての認識の有
無によらず、行為全体を人の死傷結果についての未必の故意がある「故意犯」
（すなわち、殺人罪または傷害致死罪）として考えることもできる。それによ
るのであれば、警察車両との衝突があっても、いわゆる法定的符合説の見解に
よれば、被告人の A に対する殺人罪または傷害致死罪と負傷した警察官に対
する殺人未遂罪または傷害罪の成立が考えられることになろう。
　しかし、仮に弁護人が主張したように、本件では過失運転致死傷罪に当たる
ことが認められるとすれば、裁判所の判断には不都合なところが生じるかもし
れない。この点は、警察官を負傷させた結果に加えて、歩道上を自転車を運転
してきた女性 A を死亡させた結果については、被告人の過失行為のみならず、
警察官にも「過失行為」があるとすれば、A の死亡結果は、「被告人の過失と
警察官の上記過失が競合したことにあるから」、A の死亡においては、被告人
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と警察官との過失共同正犯であるとする解釈が成立する可能性もある。もしそ
うであれば、被告人にとって有利な解釈であるとも言えよう。すなわち、「2
人以上の者が犯罪的結果を生じさせやすい高度の危険性を含んだ共同行為を行
うに際して、共同者の各人に共通の注意義務が課せられているとみられる場合
に、めいめいがその注意義務に違反したことによって犯罪的結果を生じさせた
ときは、共同した構成要件的過失をみとめることができる…共同者員の全員に
共通した注意義務が課せられており、かつ、それに違反するときは一定の犯罪
的結果を生じさせる高度の危険がうかがわれる状況の下で、ある行為が共同し
て行われる場合には、各人がその注意義務を遵守すべきであるが、それは、み
ずから遵守するだけでなく、共同者の他の者にも遵守させるようにつとめなけ
ればならない関係にあり、したがって、このような事態のもとで、その注意義
務の違反があったときは、共同者の全員がそれについての帰属をうける理由が
あり、各自が自己の注意義務違反に対してだけでなく、他の共同者の注意義務
違反に対しても構成要件的過失をみとめられなければならないからである。」40）
　やや「為にする議論」であることは承知の上で、本件での問題を、注意義務
の内容をめぐって被告人と警察らの両面から検討することにしよう。
　⑵　優先車対非優先車
　信頼の原則とは、ドイツに由来する議論であるが、一般には、「特別な事情
のないかぎり、あらゆる交通関与者（車両の運転者、歩行者等）は他の交通関
与者が交通秩序を守るであろうことを信頼してもよく、したがって他人が交通
秩序に違反する態度に出ることを念頭におく必要はない」とする原則を言う 41）。
この原則は、実務においては 1966（昭和 41）年の 2 つの最高裁判判決 42）によ
40）　福田平＝大塚仁『刑法総論Ⅰ』（1979 年・有斐閣）380 頁、内海朋子『過失共同
正犯について』（2013 年・成文堂）95 頁。
41）　西原・前掲注⑹書 13 頁。
42）　最三小判昭和 41 年 6 月 14 日（刑集 20 巻 5 号 449 頁）、最三小判昭和 41 年 12
月 20 日（刑集 20 巻 10 号 122 頁）。
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って確立された。信頼の原則の適用は、理論的には、車両対歩行者の場合と車
両対車両の場合を含む。具体的には、車両対歩行者の場合、原則として歩行者
が優先するが、歩行者の不適切な行動（例えば、飛び出しや横断による事故
等）があれば、いわば例外として、加害者の責任を縮小することができる。車
両対車両の場合、①優先車対非優先車、②追越し中の事故、③対向車の不適切
な行動、④左折の際の事故および⑤駐車中の車による事などを論ずる。本件は
①の場合に該当する。
　すでに検討してきたとおり、被告人は、一時停止を怠たり、緊急車両に通行
を譲るという義務を懈怠したことが、本件衝突の要因であると言えよう。あま
り厳密に比較できる裁判例ではないが、類似する東京地判昭和 41 年 8 月 9 日
（下裁刑集 8 巻 8 号 1103 頁）は、交差点する道路の幅員の差が明らかで、し
かも一方に一時停止の標識が設けられる場合、非優先道路側を通行していた被
告人の過失を否定した。
　たしかに、交通整理の行われていない交差点での事故に関し、その過失の認
定は非常に困難である。このため、最高裁が示していたように、交通整理の行
われていない場合、①交差する道路の幅員の差、②一時停止の標識の有無、③
他車の注意義務の有無及び④他車に一時停止の標識が存在することを認識する
か否か等を基準として判断すべきことになる 43）。
　⑶　警察側の提示義務
　以上を前提に、警察官の過失責任の有無を検討することにしよう。たしかに、
警察官側において被告人の位置を報告した時、無線連絡が混乱状態に陥ってい
たため、適切な追跡ができなかった点に落ち度があったとする余地はある。た
だ、無線連絡の混乱という「落ち度」は、本件事故の要因にならない。
　救急車、消防車およびパトカーなどに代表される緊急車両について、道路交
43）　昭和 43 年 7 月 16 日の最高裁第三小法廷判決（刑集 22 巻 7 号 813 頁）　西原・
前掲注⑹書 253 頁～ 255 頁参照。
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通法では、緊急自動車が接近してきたときは、一般車両は、交差点を避け、か
つ、道路の左側に寄り、一時停止しなければならないという規制を設けている。
一般の交通ルールに従っていたとしても、この規制に従っていない場合は、一
般車両の側に重い過失が問われることになる。たとえば、赤信号で交差点に進
入した緊急車両と青信号で進入してきた一般車両とが衝突したような場合、一
方当事者である一般車両の側の過失が認められる。仮に、一般車両は優先道路
で、緊急車がサイレンを鳴らしている場合であっても、不法行為に基づく民事
上の責任、いわゆる「過失割合」は 80：20 とされることもあるようである 44）。
　以上の検討によれば、本件では、警察車両側は優先道路を走行しており、し
かも走行している間、サイレンおよび赤色の警光灯をつけていた点に鑑みれば、
警察側が義務を十分に尽くしていなかったとする評価はあり得ない。なお、被
告人が非優先道路から交差点に進入していたことは、警察車両にとって、道路
状況を照らせば、見通しが効かなく、いわば視線の盲点となっていたため、被
告人車両の進入を予見することもできない。
五　むすびにかえて
　交通死傷事犯は、そもそも悪質な人の死傷結果を強く意欲したものではない
がために、主観面に対する判断ならびに証明が困難である。そのため、違法性
の認識や予見可能性を基準としている評価するだけではなく、注意義務を十分
に尽くしたか否かという点も重視する必要がある（最判昭和 42 年 10 月 13 日
刑集 21 巻 8 号 1097 頁）。
　以上に検討したところからすれば、本件広島高裁の是認する広島地裁の解釈
に賛成することはできない。のみならず、本件では、種々な問題が残されてい
る。
44）　東京地裁民事交通訴訟研究会編『民事交通訴訟における過失相殺率の認定基準
〔全訂 5 版〕』別冊判例タイムズ 38 号（2014 年）304 頁以下参照。
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　まずは、被告人が無免許運転であった点について、本件被告人は免許を取り
消されたという意味での無免許であって運転技能を有しており、本件死傷結果
との間に因果関係はないため、本件事案では検討がなされてはいない。この点
に関連して、注目されるのは、自動車運転死傷行為処罰法により新設された
「無免許による加重」である。もっとも、平成 25（2013）年、同法制定時の国
会の附帯決議においても、無免許運転に対して危険運転致死傷罪を適用すると
いうことは見送られている 45）。
　さらに、本件で、「被告人は、危険運転致死傷罪の公訴事実によって公訴を
提起されていたところ、原裁判所は、公判前整理手続の段階で、検察官に対し、
上記公訴事実に関して、危険運転致死傷罪が成立しない可能性があることを指
摘して、自動車運転過失致死傷罪の予備的訴因を追加するか否かについて釈明
を求める義務があったにもかかわらず、これを怠り、証拠調べがほぼ終了した
原審第 5 回公判期日で、初めて検察官に対して上記に関する釈明を命じ、原審
第 6 回公判期日で検察官の請求に基づいて上記予備的訴因が追加されたもの
の、この段階に至って予備的訴因の追加がされたことで、被告人側は、自動車
運転過失致死傷罪に関する情状について十分な防御を行う機会を奪われた」と
主張した。だが、過失致死傷罪にせよ、危険運転致死傷罪にせよ、仮に公訴事
実において明らかな変化がないかぎり、単なる罪名の相違にとどまるなら、被
告人の実質的な防御権にとって、何ら差し支えがないようにも思われる。もっ
とも、危険運転致死傷罪は「故意犯」、過失運転致死傷罪（自動車運転過失致
死傷罪）は過失犯であり、その防御内容も異なるので、この点は慎重な検討を
要する問題ではある。この点の検討は、他日に期することとしたい。
　最後は、被告人が「片側 2 車線の広い優先道路と交差する交差点を、狭い路
地から時速約 80 キロメートルで入って直進するという危険な運転をしており、
現に生じた結果も重大である。このような事故によって亡くなった被害者の遺
族が厳罰を求めることも当然であって、本件は、自動車運転過失致死傷罪の事
45）　法務省「法務大臣閣議記者会見の概要」平成 25 年 4 月 12 日。
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案の中でも重い部類に属するといえる」という事情を、量刑事由としてどのよ
うに評価するか、という問題である。この点については、原判決後、被告人が
「自己名義の不動産に抵当権を設定するのと引き替えに、親族から 2500 万円
を借り入れて」、既に賠償したという諸事情なども量刑判断において考慮に入
れているが、そういった考慮が必要であることは否定であろう。
